
□

※事務事業コード／ 0102010610 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課千代田窓口センター 事業年度期限

市民協働 総合計画コード 5421
事業名 10基金運用事業
会　計 一般会計 款・項・目 020106財産管理費 新規／継続

（事業区分１）

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
一般旅券発給、訂正、査証欄増補申請の
受付、申請書類の審査、旅券の交付

一般旅券発給、訂正、査証欄増補申請の
受付、申請書類の審査、旅券の交付

一般旅券発給、訂正、査証欄増補申請の受付、申請書
類の審査、旅券の交付

目　的
（成果）

パスポートの交付事務を円滑に進めるため、収入印紙及び茨城県収入証を購入するため基金の設置を行う。

内　容
（概要）

基金現在髙　4,000千円で運用する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
・平成24年度繰出金については、
基金積立額に1,200千円を積み増
し4,000千円で運用するものと預
金利息249円である。

・平成25年度繰出金については、
預金利子である。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 1,200,249 一般財源 286 一般財源 1,000
その他 その他 その他

計 1,200,249 計 286 計 1,000
金額 うち臨時分

28 繰出金 1,200,249 28 繰出金 286 28 繰出金 1,000

1,000 0
対・決 249.7 対・予 01,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 1,201,000 H25当初予算額

決算額計 1,200,249 決算額計 286 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

9,363,865
総事業費 歳出+職員人件費 13,305,020 歳出+職員人件費 12,105,057 歳出+職員人件費 9,739,420

1.90 人工 12,104,771 職員人件費 1.25 人工人件費 職員人件費 1.60 人工 12,104,771 職員人件費

無 有

n-inomata
keijou



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

収入印紙
(5千円、4千円、2千円、5百円、2百円）

枚 販売枚数
目標 3,000

茨城県収入証紙（2千円） 枚 販売枚数
目標 1,300 1,400 1,500
実績 1,387 1,417

3,000 2,500
実績 2,662 2,180

成果
指標

目標

目標
実績

実績

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課千代田窓口センター

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
旅券法の改正を受けて、従来、国からの法定受託事務として実施していた県からの移譲を受
け、平成22年1月から窓口を開設した。依然として申請者は多く必要性は高い。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

基金の運用については、現状維持で問題ないと思われる。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

旅券業務の専門知識について実務研修等を行い、円滑に窓口を開設してる。その中で、予想
をはるかに超える数の申請者に対して、適切な対応を図った。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
現行の取り組みを継続する。専用窓口を設置し、発給申請・旅券交付に関して、速やかな応対を実施した。困難な事例につ

いても、県パスポートセンターと連携を図り、適切な対応に心がけた。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯田　泰寛 担当部名 市民部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0102011202 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課中央出張所 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 5413
事業名 02中央出張所事務事業
会　計 一般会計 款・項・目 020112出張所費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 ・窓口サービス業務 ・窓口サービス業務 ・窓口サービス業務

目　的
（成果）

・市の中心市街地に市役所の窓口を設けることで、市民の利便性の確保とサービスの向上を図る。

内　容
（概要）

・窓口委任業務体制と各担当課との連携により、待ち時間の少ないスムーズな窓口業務サービスを遂行する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 351,195 一般財源 364,252 一般財源 498,000
その他 その他 その他 5,000

計 351,195 計 364,252 計 503,000
金額 うち臨時分

11 需用費 213,963 11 需用費 182,167 11 需用費 234,000

27 公課費 20,000 14 使用料及び賃借料 91,980 14 使用料及び賃借料 114,000
12 役務費 117,232 12 役務費 90,105 12 役務費 135,000

27 公課費 20,000

503,000 0
対・決 38.1 対・予 27396,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 394,000 H25当初予算額

決算額計 351,195 決算額計 364,252 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

33,164,000
総事業費 歳出+職員人件費 31,254,195 歳出+職員人件費 34,215,252 歳出+職員人件費 33,667,000

4.20 人工 33,851,000 職員人件費 4.30 人工人件費 職員人件費 3.83 人工 30,903,000 職員人件費

無 有

n-inomata
keijou



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

諸証明書等を正確に交付し、迅速に対
応する。

分 交付できる証明書等については、5分以内に処理する。
目標 5

目標
実績

5 5
実績 5 5

成果
指標

窓口における苦情件数 件 交付ミスや遅延等により苦情があった件数
目標 0

目標
実績

0 0
実績 0 2

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

・市街地にある中央出張所には、多くの来所者があり、委任業務も多岐にわたるため、関係
機関との連携がとても重要ですが、担当者不在等により、対応に時間を要するときがある。
また、委任業務等の詳細についての問合せが多くなってきており幅広い知識が必要であ
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課中央出張所

・中央出張所に委任する業務については、各担当課で担当者が不在の
場合でも問合せに対応できる体制をつくることが急務であると考えます。
・窓口経験者を配置するなど人事面での配慮が必要である。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
・霞ヶ浦庁舎と千代田庁舎の中央付近で人口密集地に位置し、窓口の対応内容も多種多様の
ため市民のニーズが非常に高い。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

・来所者への専門的な対応については、担当課へ電話をつなぎますが、
電話では説明が伝わりにくいことも多々あるので、例えば電子媒体（ipad
など）を利用し、説明資料が視覚的に分かる環境があれば、窓口サービス
の拡充につながるのではと考えます。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　中心市街地に位置するところから、証明書発行業務や委任業務に係る取扱件
数も多く、配置される職員も広範囲にわたる業務を理解していなけれならない。今
後も市民サービス向上のため、職員が知識の習得に努めなければならない。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

・問題意識や情報の共有が図られていることもあり、比較的スムーズな窓口対応ができたためと
考えられる。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞ 　委任事務については、分庁舎方式を採用した合併協議に基づくもので
あり、その複雑な執行体制については以前から論議があったものと承知
しているが、関係部署との協議を密にすることで速やかな対応を望む

・窓口サービスにおける受付や交付事務については、嘱託職員でも可能であると思います。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯　田　泰　寛 担当部名 市民部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

□

385,000
総事業費 歳出+職員人件費 4,841,000 歳出+職員人件費 1,385,650 歳出+職員人件費 385,000

0.10 人工 805,000 職員人件費 0.05 人工人件費 職員人件費 0.60 人工 4,841,000 職員人件費
（参考） H24当初予算額 13,015,000 H25当初予算額

決算額計 0 決算額計 580,650 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

0 0
対・決 皆減 対・予0 伸び率(％)

15 工事請負費 0

計 0 計 580,650 計 0
金額 うち臨時分

13 委託料 0 13 委託料 580,650

一般財源 0 一般財源 580,650 一般財源 0
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 ・旧宍倉出張所の整理 ・旧宍倉出張所の整理 ・旧宍倉出張所の整理

目　的
（成果）

・旧宍倉出張所の廃止に伴う整理

内　容
（概要）

・旧宍倉出張所の廃止に伴う建物等の解体及び撤去

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２５年度予算は、予備費充当
により、看板撤去委託と樹木伐採
委託を行った。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード
事業名 03宍倉出張所事務事業
会　計 一般会計 款・項・目 020112出張所費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102011203 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 26 年度）部署名 部 市民部 課 市民課中央出張所 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
　地権者との協議については、今後も粘り強い交渉の継続を望む

・地権者との協議を継続し、早期の事業完了を目指す。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯　田　泰　寛 担当部名 市民部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　地権者の相続人代表者と解体撤去に向けて早い時期に協議が持たれ
るように調整を図っていきたい。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

・建物の解体及び撤去方法等について、地権者と協議中である。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課中央出張所

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

・旧宍倉出張所の廃止に伴い、事務所の解体及び撤去を行い用地を返還する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

実績活動
指標

目標

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

Ｐ１

部署名 部 市民部 課 市民課千代田窓口センター 事業年度期限

※事務事業コード／ 0102030102 平成 26 年度 事務事業シート
（平成 年度～平成

市民協働 総合計画コード

年度）

5413
事業名 02戸籍事業
会　計 一般会計 款・項・目 020301戸籍住民基本台帳費 新規／継続

（事業区分１）

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
戸籍届出書の受理
戸籍の記載
戸籍謄本･抄本等証明書の交付

戸籍届出書の受理
戸籍の記載
戸籍謄本･抄本等証明書の交付

戸籍届出書の受理
戸籍の記載
戸籍謄本･抄本等証明書の交付

目　的
（成果）

日本国民としての親族的な身分関係(夫婦・親子・兄弟姉妹・その他の親族）を登録・公証し、併せて日本国籍を間接的に証明する。

内　容
（概要）

個人の出生から死亡に至までの身分上の重要事項に関する届出を受理するとともに記録し、要請に応じて証明書を交付する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
・平成25年度委託料については、
戸籍副本管理システムの構築を
行ったため増額している。

・平成25年度備品購入費につい
ては、戸籍関係備品を購入した。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

その他 その他 その他 4,901,000

県支出金 県支出金 40,000
市債 市債 市債

計 6,722,006 計 8,036,578 計 6,493,000
一般財源 6,722,006 一般財源 8,036,578 一般財源 1,552,000

金額 うち臨時分
11 需用費 483,547 11 需用費 414,830 11 需用費
節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

427,000

13 委託料 2,566,200 13 委託料 3,586,275 13 委託料 2,191,000
12 役務費 154,089 12 役務費 145,483 12 役務費 156,000

19 負担金、補助及び交付金 5,800 18 備品購入費 276,990 18 備品購入費 0
14 使用料及び賃借料 3,512,370 14 使用料及び賃借料 3,607,500 14 使用料及び賃借料 3,712,000

19 負担金、補助及び交付金 5,500 19 負担金、補助及び交付金 7,000

0
対・予 -2.6

人件費 職員人件費 4.05 人工 32,387,178

予算現額計 6,493,000
6,817,000 H25当初予算額 6,667,000 伸び率(％)

歳出内訳

決算額計 6,722,006 決算額計 8,036,578

人工
対・決 -19.2

19,102,285
総事業費 歳出+職員人件費 39,109,184 歳出+職員人件費 38,298,504 歳出+職員人件費

職員人件費
（参考） H24当初予算額

30,261,926 職員人件費 2.55
25,595,285

3.75 人工

無 有

n-inomata
keijou



　

Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

活動
指標

戸籍届出受理件数 件 年間受理件数
目標 2,400

■指標

2,000 2,200
実績 2,088 2,137

平成24年度 平成25年度 平成26年度

実績
目標

成果
指標

戸籍記載処理 日 受理後、決裁までに要する日数
目標 4

目標
実績

4 4
実績 4 4

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
身分関係に重大な影響を及ぼす戸籍事務を迅速・正確に処理するため、
職員を外部研修等に参加させ、各種の法令や各市町村の先例等を理解
するよう人材育成に努める。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課千代田窓口センター

戸籍事務研修会や法務局が主催する定例会に参加することにより、戸籍
業務の知識を習得し、加えて受付時の確認作業や記載時の審査・確認
作業を徹底して行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
戸籍法関係法令に基づく法定受託事務であり、市民の権利・義務の発生、国籍の確認、身分事
項の変更等を正確に管理しなければならない。また、記録簿は永久保存である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

日常的な確認作業、並びに研修会や勉強会への参加はもちろんのことで
はあるが、多くの職員が業務知識を習得できるよう、自己研鑽に努める。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯田　泰寛 担当部名 市民部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

戸籍事務研修会等に積極的に参加し、業務の知識を習得するとともに、
受付時の確認作業及び記載時の審査・確認作業を徹底して行う。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

届出の受理については、適切に処理をしているが、件数を予測することは困難であるため、目標値に至ら
ない場合がある。また、記載の処理については、正確性を保つため、審査･確認作業を徹底している。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
正規職員不足を臨時職員で対応せざるを得ない状況ではあるが、戸籍
の専門知識の継承を第一に考え、担当職員の資質向上に努める。

届出の受理については、マニュアルや記載例を参照して受付し、職員相互の確認作業を行い適切に処理している。ま
た、記載の処理については、複数の職員よる審査を徹底して行い、正確性の確保に努めている。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0102030103 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課千代田窓口センター 事業年度期限

市民協働 総合計画コード 5413
事業名 03住民基本台帳事業
会　計 一般会計 款・項・目 020301戸籍住民基本台帳費 新規／継続

（事業区分１）

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

異動届の受理。
住民票の記載。
住民票の写し等証明書の交付。
印鑑の登録・廃止及び証明書の交付。

異動届の受理。
住民票の記載。
住民票の写し等証明書の交付。
印鑑の登録・廃止及び証明書の交付。

異動届の受理。
住民票の記載。
住民票の写し等証明書の交付。
印鑑の登録・廃止及び証明書の交付。

目　的
（成果）

住民に関する記録を正確かつ統一的に管理することにより、居住関係の公証等住民に関する事務処理の基礎とし、併せて住民の利便を増進する。

内　容
（概要）

出生・死亡や転入・転出等の住所に関する届出を受理するとともに記録することにより、申請により証明等の交付を行う。
印鑑の登録・廃止事務、及び印鑑登録証明書の交付事務を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
・平成24年度委託料の増につい
ては、住基法の改正に伴うシステ
ムの改修費である。（外国人の取
扱）

・平成26年度賃金の増について
は、自治体クラウド導入に伴う業
務の増と10月からの休日開庁に
備え臨時職員を3名採用したた
め。

・平成26年度需用費の増につい
ては、基幹系システムの変更に
伴い、印鑑登録証を新規作成す
るため。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 6,639,420 一般財源 2,143,479 一般財源 5,129,000
その他 その他 その他 2,700,000

計 6,639,420 計 2,143,479 計 7,829,000
金額 うち臨時分

11 需用費 772,842 11 需用費 636,231 07 賃金 4,924,000

13 委託料 5,547,528 13 委託料 1,179,528 12 役務費 30,000
12 役務費 26,100 12 役務費 16,500 11 需用費 1,635,000

14 使用料及び賃借料 539,000
14 使用料及び賃借料 292,950 14 使用料及び賃借料 311,220 13 委託料 701,000

7,829,000 0
対・決 265.2 対・予 254.12,211,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 6,733,000 H25当初予算額

決算額計 6,639,420 決算額計 2,143,479 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

19,102,285
総事業費 歳出+職員人件費 35,827,864 歳出+職員人件費 34,019,375 歳出+職員人件費 26,931,285

3.95 人工 31,875,896 職員人件費 2.55 人工人件費 職員人件費 3.65 人工 29,188,444 職員人件費

無 有

n-inomata
seikei



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

住基カードの発行件数 件 住民基本台帳カードの年間交付件数
目標 300

諸証明、印鑑登録証明書の交付の迅速
化

分 交付できる証明書等については、5分以内に処理する
目標 － － 5
実績 － －

200 120
実績 130 107

成果
指標

自動交付機による証明書交付件数 件 休日における住民票、印鑑登録証明書の交付件数
目標 2,000

休日開庁による証明書等交付件数 件 休日窓口開庁における証明書等の交付件数
目標 － － 3,000
実績 － －

1,600 －
実績 1,533 1,782

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
現在、霞ヶ浦庁舎と中央出張所に設置の自動交付機が廃止になること
で、サービスの低下が懸念される。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課千代田窓口センター

自動交付機の代替業務として、中央出張所において休日開庁を実施す
ることで、できるだけサービス機能が低下しないよう配慮する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
自治事務であるが、全国共通に処理されるべき事務のため、法務省・総務省・厚生労働省の関係機関が定めた「住民基本台帳事務処理
要領」に基づいて執行しなければならない。市税の賦課、選挙人名簿の登録、及び国民健康保険・介護保険・国民年金の被保険者とし
ての資格、児童手当の受給資格などの住民に関する事務処理の基礎となる。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

平成28年1月導入予定のマイナンバーカードを多目的利用し、住民票、
印鑑証明書等をコンビニで交付できるよう、環境の構築に向け関係市町、
関係課と協議を行う。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

自動交付機の代替業務として、休日開庁を実施することで、市民サービスが低下
しないように配慮するとともに、平日窓口の混雑も予想されるため工夫し対応する
こと。また、コンビニ交付の構築に向けて関係市町、関係課と協議を行う。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

異動届については、適切に処理をしているが、件数を予測することは困難であるため、目標値に至らない場合がある。また、住民基本台
帳カードについては、所持するメリットが少ないことに加え10年で更新手続きが必要なため、普及率がなかなかあがらない。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
マイナンバー制度の開始に合わせて、国、県の動きのほか他市の動向
など、情報収集に努めること。異動処理については、職員相互の確認作業を行い、適切に処理をしている。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯田　泰寛 担当部名 市民部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0102030106 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課千代田窓口センター 事業年度期限

市民協働 総合計画コード 5413
事業名 06旅券事業
会　計 一般会計 款・項・目 020301戸籍住民基本台帳費 新規／継続

（事業区分１）

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
一般旅券発給、訂正、査証欄増補申請の
受付、申請書類の審査、旅券の交付

一般旅券発給、訂正、査証欄増補申請の
受付、申請書類の審査、旅券の交付

一般旅券発給、訂正、査証欄増補申請の受付、申請書
類の審査、旅券の交付

目　的
（成果）

一般旅券(パスポート）の申請受付、及び交付事務等を市町村の窓口で行うことにより、市民の行政サービスに対する利便性を向上させる。

内　容
（概要）

一般旅券（パスポート）の取得にかかる発給申請の受理、及び旅券の交付事務を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
賃金については、震災等緊急雇
用創出事業により、旅券業務の
臨時職員賃金を計上している。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金 1,648,000

市債 市債 市債

一般財源 1,773,476 一般財源 809,769 一般財源 0
その他 その他 その他 184,000

計 1,773,476 計 809,769 計 1,832,000
金額 うち臨時分

04 共済費 0 07 賃金 631,720 07 賃金 1,648,000

11 需用費 30,000 14 使用料及び賃借料 148,176 14 使用料及び賃借料 153,000
07 賃金 1,595,300 11 需用費 29,873 11 需用費 31,000

14 使用料及び賃借料 148,176

1,832,000 0
対・決 126.2 対・予 923.5179,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 1,783,000 H25当初予算額

決算額計 1,773,476 決算額計 809,769 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

9,363,865
総事業費 歳出+職員人件費 14,568,410 歳出+職員人件費 16,142,478 歳出+職員人件費 11,195,865

1.90 人工 15,332,709 職員人件費 1.25 人工人件費 職員人件費 1.60 人工 12,794,934 職員人件費

無 有

n-inomata
seikei



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

発給申請受理件数 件 パスポート発給申請年間受理件数
目標 1,200

旅券交付件数 件 パスポート年間交付件数
目標 1,200 1,100 1,000
実績 1,086 893

1,100 1,000
実績 1,111 875

成果
指標

目標

目標
実績

実績

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

現在の旅券はIC旅券となっており、偽変造の件数は減少しているものの、
依然として、なりすまし申請による不正取得が多発している。これらを防ぐ
ためにも本人への交付を基本としており、平日、窓口に来庁できる方が限
られている。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課千代田窓口センター

年間、約900件の交付件数があり、その処理にあたっては正確性と迅速性
等の効率をあげることが求められる。また、国際的な身分証明書というパス
ポートの性格上、本人交付が基本であり、木曜サービス延長業務の中で
交付業務を行った。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
旅券法の改正を受けて、従来、国からの法定受託事務として実施していた県からの移譲を受
け、平成22年1月から窓口を開設した。(土浦市・石岡市と開設時期を調整)
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

パスポート交付を木曜日の延長サービス時間の中で対応したため、交付
件数も増加し市民のサービス向上に努めた。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

パスポート交付を木曜窓口延長時に対応したことにより、来庁者も定着し
ている。今後も継続して市民サービス向上に努める。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

旅券業務の専門知識について実務研修等を行い、円滑に窓口を開設した。また、予想をはるか
に超える数の申請者に対して、適切な対応を図った。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
現行の取り組みを継続する。専用窓口を設置し、発給申請・旅券交付に関して、速やかな応対を実施した。困難な事例につ

いても、県パスポートセンターと連携を図り、適切な対応に心がけた。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯田　泰寛 担当部名 市民部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

heisei26ｎｅｎｎｄｏ

4,627,000
総事業費 歳出+職員人件費 13,101,597 歳出+職員人件費 13,306,899 歳出+職員人件費 13,677,000

0.65 人工 5,238,000 職員人件費 0.60 人工人件費 職員人件費 0.60 人工 4,841,000 職員人件費
（参考） H24当初予算額 8,279,000 H25当初予算額

決算額計 8,260,597 決算額計 8,068,899 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

9,050,000 0
対・決 12.2 対・予 8.48,345,000 伸び率(％)

16 原材料費 12,600 15 工事請負費 270,000
14 使用料及び賃借料 3,552,567 14 使用料及び賃借料 3,216,862 14 使用料及び賃借料 3,222,000
13 委託料 3,498,484 13 委託料 3,512,496 13 委託料 4,300,000
12 役務費 64,779 12 役務費 52,994 12 役務費 54,000

計 8,260,597 計 8,068,899 計 9,050,000
金額 うち臨時分

11 需用費 1,132,167 11 需用費 1,286,547 11 需用費 1,204,000

一般財源 8,260,597 一般財源 8,068,899 一般財源 9,050,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 ・施設の管理 ・施設の管理 ・施設の管理

目　的
（成果）

・勤労青少年福祉の増進と余暇の有効利用を推進し、余暇活動の充実を図り、勤労青少年のニーズに対応した施設づくりと利用の促進を図る。

内　容
（概要）

・適切な施設の管理運営により施設利用者へのサービス提供を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
・平成26年度工事請負費につい
ては、防犯カメラを設置する。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5212
事業名 02勤労青少年ホーム管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 050101勤労青少年ホーム管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0105010102 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課中央出張所 事業年度期限 無 有

n-inomata
seikei



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞ 　施設利用料の徴収を検討するのであれば、２７年１０月の消費税改正
予定に合わせた他施設と同様に、今年度中には内部の結論を出すよう
努めてほしい

・現在、施設利用は無料となっていますが、市内の近隣施設については有料のものが多く、市
内施設のバランスや受益者負担の原則からも有料化についての検討が必要と思われます。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯　田　泰　寛 担当部名 市民部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　築３１年が経過し、施設の老朽化が進んでいる。「公共施設等マネジメン
ト計画」の中で、施設のあり方について利用料を含めて多方面から検討す
る必要がある。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

・施設管理において、軽微な修繕等については早期に対応を心がけていることが、施設の利便
性につながっている。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課中央出張所

・市で策定予定の「公共施設等マネジメント計画」の中で他の施設も含め
た施設のあり方について多方面から検討する必要がある。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
・施設利用者が平成25年度実績で20,278人の利用があります。特に体育館は、ほぼ毎日利用
者があり、十分なニーズがあると考えます。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

・「公共施設等マネジメント計画」の策定に伴い、施設の複合・多機能化や
長寿命化等を含めた施設の適正化を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
・築３１年が経過し、施設の老朽化が進んでいるなか、現在無料となって
いる施設利用料についても検討する必要があります。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

19,000
実績

0 -
実績 0 1 -成果

指標

・施設利用者からの苦情件数 件 ・施設利用者から施設内の不具合等の苦情件数
目標 0

・施設の利用者数 人 ・施設の利用者数
目標

実績

4 4
実績 4 4活動

指標

・施設の点検確認 回／年 ・施設の点検を年4回行い、修繕箇所等の確認をする。
目標 4

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
6,170,000

総事業費 歳出+職員人件費 12,973,721 歳出+職員人件費 14,190,931 歳出+職員人件費 13,464,000
0.85 人工 6,850,000 職員人件費 0.80 人工人件費 職員人件費 0.82 人工 6,616,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 6,355,000 H25当初予算額
決算額計 6,357,721 決算額計 7,340,931 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

7,294,000 0
対・決 -0.6 対・予 13.56,428,000 伸び率(％)

19 負担金、補助及び交付金 5,000
18 備品購入費 79,170 19 負担金、補助及び交付金 5,000 19 負担金、補助及び交付金 5,000
14 使用料及び賃借料 114,342 14 使用料及び賃借料 94,584 14 使用料及び賃借料 93,000
13 委託料 4,174,603 13 委託料 4,158,339 13 委託料 4,868,000
12 役務費 142,095 12 役務費 141,361 12 役務費 146,000

計 6,357,721 計 7,340,931 計 7,294,000
金額 うち臨時分

11 需用費 1,842,511 11 需用費 2,941,647 11 需用費 2,182,000

一般財源 6,357,721 一般財源 7,340,931 一般財源 7,232,000
その他 その他 その他 62,000

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 ・施設の管理 ・施設の管理 ・施設の管理

目　的
（成果）

・働く女性及び勤労者家庭の主婦の職業生活等に必要な援助と福祉の増進に寄与する。

内　容
（概要）

・適切な施設の管理運営により施設利用者へのサービス提供を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
・平成25年度需用費の増につい
ては、外灯交換・駐輪場屋根の修
繕費である。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5212
事業名 02働く女性の家管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 050102働く女性の家管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0105010202 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課中央出張所 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞ 　施設利用料の徴収を検討するのであれば、２７年１０月の消費税改正
予定に合わせた他施設と同様に、今年度中には内部の結論を出すよう
努めてほしい

・現在、施設利用は無料となっていますが、市内の近隣施設については有料のものが多く、市
内施設のバランスや受益者負担の原則からも有料化についての検討が必要と思われます。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯　田　泰　寛 担当部名 市民部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　築２７年が経過し、施設の老朽化が進んでいる。「公共施設等マネジメン
ト計画」の中で、施設のあり方について利用料を含めて多方面から検討す
る必要がある。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

・施設管理において、軽微な修繕等については早期に対応を心がけていることが、施設の利便
性につながっている。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課中央出張所

・市で策定予定の「公共施設等マネジメント計画」の中で他の施設も含め
た施設のあり方について多方面から検討する必要がある。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
・施設利用者が平成25年度実績で48,757人の利用があります。特に軽運動室は、終日利用者
があり、十分なニーズがあると考えます。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

・「公共施設等マネジメント計画」の策定に伴い、施設の複合・多機能化や
長寿命化等を含めた施設の適正化を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
・築２７年が経過し、施設の老朽化が進んでいるなか、現在無料となって
いる施設利用料についても検討する必要があります。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

48,000
実績

0 -
実績 0 0 -成果

指標

・施設使用者からの苦情件数 件 ・施設使用者からの施設に対する苦情件数
目標 0

・施設の利用者数 人 ・施設の利用者数
目標

実績

4 4
実績 4 4活動

指標

・施設の点検確認 回／年 ・施設の点検を年4回行い、修繕箇所等を確認する。
目標 4

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
1,928,000

総事業費 歳出+職員人件費 3,350,000 歳出+職員人件費 1,691,500 歳出+職員人件費 2,009,000
0.20 人工 1,611,000 職員人件費 0.25 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 131,000 H25当初予算額
決算額計 123,000 決算額計 80,500 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

81,000 0
対・決 0.6 対・予 52.853,000 伸び率(％)

08 報償費 78,000 08 報償費 28,000 08 報償費 28,000

計 123,000 計 80,500 計 81,000
金額 うち臨時分

01 報酬 45,000 01 報酬 52,500 01 報酬 53,000

一般財源 123,000 一般財源 80,500 一般財源 57,000
その他 その他 その他 24,000

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
・講座の開催
・運営委員会の開催

・運営委員会の開催
・トレーニング講習会の開催

・運営委員会の開催
・トレーニング講習会の開催

目　的
（成果）

・働く女性及び勤労者家庭の主婦の職業生活等に必要な援助と福祉の増進に寄与する。

内　容
（概要）

・施設の円滑な運営を図るため運営委員会を開催する。トレーニング室利用講習会を開催し、トレーニングマシンの有効利用によって体力及び健康の増進を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２５年度から講座の開催を廃
止し、トレーニング講習会のみを
実施しています。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5212
事業名 03働く女性の家運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 050102働く女性の家管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0105010203 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課中央出張所 事業年度期限 無 有

n-inomata
seikei



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
　「公共施設等マネジメント計画」の策定に関しては、年内に所管課として
の方針を独自に設定しておくことが肝要である

・トレーニンクﾞ室利用講習会への参加割合を高める必要がある。又、利用者の増加を図るには
老朽化した器具の更新なども必要になってくる。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯　田　泰　寛 担当部名 市民部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　トレーニング利用者が多い中で、トレーニング器具の老朽化が課題となってい
る。「公共施設等マネジメント計画」の中で、メンテナンスを行い利用者の安全性を
考慮しつつ、トレーニング室の存続について検討が必要である。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

・マナビィかすみがうら等への掲載や館内でのＰＲにより開催の周知を図り、募集人員は定員に
なったが欠席等により当日の参加割合目標を達成することは出来なかった。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課中央出張所

・市で策定予定の「公共施設等マネジメント計画」の中で他の施設も含め
た施設のあり方について多方面から検討する必要がある。
・トレーニング器具の老朽化等により、トレーニング室の存続についての検
討も必要になってくる。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
・トレーニング室利用講習会の受講者が平成25年度は65人ありました。又、年間利用者も6,669
人あり、体力向上や健康維持のため十分なニーズがあると考えます。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

・「公共施設等マネジメント計画」の策定に伴い、施設の複合・多機能化や
長寿命化等を含めた施設の適正化を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
・トレーニング器具設置後２７年経過し機具が老朽化してきている。毎年メ
インテナンスを行い必要に応じて修理を行っている。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

90 90
実績 81

- -
実績 76 - -成果

指標

・講座参加者への割合（ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室利用
講習会含む）

％ ・参加者数／募集者数
目標 90

・トレーニング室利用講習会への参加割
合

％ ・参加者数／募集者数
目標

4 4
実績 4

- -
実績 40 - -活動

指標

・マナビィかすみがうらへの掲載及び窓
口でのPR等

日 ・講座申込の受付期間中に窓口で対応した日数
目標 40

・トレーニング室利用講習会の開催 回 ・トレーニング室利用講習会の開催日数
目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

□

0
総事業費 歳出+職員人件費 歳出+職員人件費 14,464,771 歳出+職員人件費

0.30 人工 12,104,771 職員人件費 人工人件費 職員人件費 人工 職員人件費
（参考） H24当初予算額 H25当初予算額

決算額計 決算額計 2,360,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

対・決 皆減 対・予 皆減3,255,000 伸び率(％)

計 計 計
金額 うち臨時分

13 委託料 2,360,000

一般財源 一般財源 一般財源
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 戸籍関連システム等の移設

目　的
（成果）

東日本大震災により千代田庁舎が被災したため、行政機能を仮庁舎（千代田公民館講堂）に移設し業務を行っているが、H25.8月に千代田庁舎の耐震復旧工事が終了し、被災
以前の行政機能を回復する。

内　容
（概要）

市民課所管の戸籍システム等を仮庁舎から千代田庁舎へ移設する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２5年８月に仮庁舎から千代
田庁舎に戸籍システム関連の移
設が終了した。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 総合計画コード
事業名 02災害復旧事業
会　計 一般会計 款・項・目 110201庁舎等施設災害復旧費 新規／継続

（事業区分１）

※事務事業コード／ 0111020102 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市民部 課 市民課千代田窓口センター 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
仮庁舎へシステムを移設したことにより、円滑な運用の継続を維持し、市民サービスの向上、情
報セキュリティの保全に努めた。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 飯田　泰寛 担当部名 市民部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

平成２５年度で終了　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

戸籍システムを移設したことにより、安全で円滑な戸籍の登録、公証を行うことができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 前　島　嘉　美 担当課名 市民課千代田窓口センター

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

戸籍システムを仮庁舎へ移設し、円滑な運用を図ることにより市民サービスの向上を図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

実績活動
指標

目標

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額
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